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１．はじめに
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（１）国民健康保険運営方針について

①策定の目的
県が、市町とともに行う国民健康保険の安定的な財政運営や効率的な

事業運営の確保のため、県内の統一的な運営方針を定め、市町が担う事務
の効率化、標準化、広域化を推進

②策定の根拠
国民健康保険法第82条の2

③対象期間
・第１期 平成３０年4月1日から令和 ３年3月31日
・第２期 令和 ３年4月1日から令和 ６年3月31日
・第３期 令和 ６年4月1日から令和１２年3月31日

国民健康保険運営方針について
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（２）第３期運営方針の構成

① はじめに
・滋賀県が目指す国保：基本理念
「持続可能な国民健康保険の運営」

・あるべき姿
「県民が健康な暮らしを送れる、いざという
時に安心して医療を受けられる国保制度」

② 県内国保の医療に要する費用
および 財政の見通し
・決算補填等目的の法定外繰入の原則禁止

③ 保険料の標準的な算定方法および
保険料水準の統一

・原則令和9年度に保険料水準を統一

④ 保険料の徴収の適正な実施
・収納対策の取組強化

⑤ 保険給付の適正な実施
・県による保険給付の点検、事後調整

⑥ 保健事業の取組
・県データヘルス計画を推進

⑦ 医療費の適正化の取組
・重複受診・頻回受診、重複服薬等の受診の適正化の取組

⑧ 事務の広域的および効率的な運営の推進
・高額療養費の支給申請手続きの簡素化
・オンライン資格確認等への対応

⑨ 保健医療サービスおよび福祉サービス等に
関する施策との連携

・地域包括ケアシステムの構築・推進にかかる国保と
しての参画、他計画との整合性

国民健康保険運営方針について
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国民健康保険運営方針について

（３） 第３期 国民健康保険運営方針の理念

基本理念：持続可能な国民健康保険の運営

基本理念を実現するための３つの方向性

１ 保険料負担と給付
の公平化

２ 保健事業の推進と

医療費の適正化

３ 国保財政の

健全化

あるべき姿 県民が健康な暮らしを送れる、いざという時に安心して医療を受けられる国保制度



２．保険料水準の統一に関する事項
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【現行】
市町が個別に保険料を設定

【保険料水準の統一】

所得割 ＊％
均等割 ▽円
平等割 ★円

所得割 ☆％
資産割 ×％
均等割 ■円
平等割 ◇円

所得割 □％
均等割 ×円
平等割 ◆円

所得割 ▲％
均等割 ☆円
平等割 ※円

・市町の財政状況等により各市町
の保険料は異なっている。

・県内のどこに住んでいても、同
じ所得、同じ世帯構成であれば
同じ保険料となる。

Ａ市

Ｃ町

Ｂ市

滋賀県

（Ａ市、Ｂ市、Ｃ町）
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「県内のどこに住んでいても同じ所得、同じ世帯構成であれば、同じ保険料 （税）」
（県内の各市町の保険料（税）率を統一すること）とします

保険料水準の統一について

【統一の定義】
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１ 保険料水準の統一の時期について

原則 令和 9年度
（ただし、市町の個別事情を考慮し移行期間を令和11年度まで設ける）

２ 標準保険料の平準化に係る対策

○財政安定化基金への計画的な積立を行う。
○前期高齢者交付金の一部留保（精算分の取り扱い）

３ 市町の国保財政安定化に係る対策

○納付金の精算制度を構築する。
○県2号繰入金（保健事業等）の拡充を図る。

【保険料水準の統一に関する事項】

保険料水準の統一について
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令和６年度 令和９年度 令和12年度

（県）
標準保険料

（Ａ市）
保険料

（B町）
保険料

（円）

（年度）

移行期間（１１年度まで設ける）

保
険
料
水
準
の
統
一

時
期

保険料水準の統一の時期について

保険料水準の統一の時期について



標

県財政安定化基金

積立財源

計画的な
積立 取崩

減小対策

急増対策

（１）県財政安定化基金への計画的な積立

（２）前期高齢者交付金の精算分等の取扱い

標準保険料
の平準化

対策なし対策あり

前
期
高
齢
者
交
付
金

一部留保

交
付
額
大

交
付
額
小

年度間
調整
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標準保険料の平準化に係る対策

（１） 県財政安定化基金への計画的な積立 … 標準保険料の急増（↗）対策

（２） 前期高齢者交付金の精算分等の取扱い … 標準保険料の減小（↘）対策

（意見）
積立てについては、柔軟に対応願いたい



各市町の
納付金

市町個別
の事業費

市町個別
の公費等

本来必要
となる
保険料

歳出 歳入

保険料

納付金

県全体で必要な
費用 県全体に交付

される公費
県全体の
納付金

各市町の、

所得水準
被保険者数
世帯数
収納状況に応じて配分

各市町の

納付金

歳出

歳入

標準保険料

※医療費水準は考慮しない
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医療費
出産育児一時金
葬祭費

国保財政安定化に係る対策

県2号繰入金（保健事業等）の拡充等

納付金の精算制度

市町の保険料徴収実績に
応じて精算調整

（意見）

国保事業運営に支障をきたさないような
制度構築を願う。

（意見）
統一前に、具体的内容の協議を願う。



財政安定化支援事業

50％ 50％

（９％）

国調整交付金

（32％）

定率国庫負担納付金（保険料）

都道府県
繰入金

（９％）

前期高齢者
交付金

高額医療費負担金

特別高額医療費
共同事業

保険者努力支援制度

～～

子ども保険料軽減制度

保険者支援制度

保険料軽減制度

産前産後保険料免除制度

【医 療 費】

そのため、定率国庫負担
金等が減額されます。
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（参考）国保財政

地方単独事業（福祉医療助成制度）に係る国庫負担金等の減額調整

地方単独事業（福祉医療助成

制度）によって医療費は波及

的に増加するとして、算定に

使用する医療費は、波及増分

を除く医療費を使用します。
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（参考）子どもに係る国民健康保険料均等割額の軽減措置

国資料

../12 国保の資格.pptx
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（参考）各保険者の比較

国資料

../12 国保の資格.pptx
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３ 保健事業、医療費適正化

※別途 「第2期 滋賀県国民健康保険保健事業実施計画」を策定

「第4期 滋賀県医療費適正化計画」を策定



現状と課題 施策

（課題に対してどのような対策を取るか）

目標

（対策の実施によって何を実現するか）

⚫ 医療費の現状

４，３７１億円 → ４，５３９億円

（平成30年度） （令和３年度）

⚫ 第3期医療費適正化計画の

中間の現状

施策実行による医療費見込 4,590億円(R3年度）

実績医療費 4,539億円（R3年度）

適正化効果額（中間） ▲５１億円

⚫ 医療費の更なる適正化に向け、新たな

目標の設定の検討

滋賀県医療費適正化計画

目標
（令和5年度）

実績
(令和3年度）

特定健康診査の受診率 70％以上 60%

特定保健指導の実施率 45％以上 26.3%

糖尿病の重症化予防の
推進

181人以下 165人

医薬品の適正使用の推
進に関する目標

19市町で保
健指導を実施

19市町で保
健指導を実施

令和11年度医療費（施策なし） ５，２６２億円
施策実行による医療費見込 ５，２１６億円
適正化効果額 ▲４６億円

参考
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主な施策 目標（令和11年度） 実績(令和3年度）

特定健康診査の受診率 70％以上 60.0%

特定保健指導の実施率 45％以上 26.3%

特定保健指導対象者の割合の減少率 25％以上 (平成20年度比） 9.1%

たばこ対策（20歳以上の喫煙率） ・健康被害の普及啓発
男性15.0％以下

　　　　　　　女性3.0％以下　　（R16）

男性　　19.3％
　　　　　　　女性　　　4.2％　　　（R4）

糖尿病の重症化予防の推進
（糖尿病性腎症による新規透析導入者数）

・保険者、医療機関等と連携した体制の推進 各年度165人以下 165人

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施
（骨折予防・骨粗しょう症予防等の推進）

・後期高齢者医療後期連合と市町への支援
・医療機関と連携した普及啓発

各年度19市町で実施 　　15市町で実施 （R4）

がん検診の受診率
（胃がん、肺がん、大腸がん、乳がん、子宮頸がん）

・企業等と連携した普及啓発 各60％以上
胃がん40.5％、肺がん47.6％、

大腸がん44.8％、乳がん47.2％、
　　　子宮頸がん40.7％　　（R4）

予防接種に関する施策の推進 ・市町、医療機関等と連携した普及啓発 ーーー ーーー

後発医薬品の使用割合 80.0％以上 　　　　　83.5%　　　（R4）

バイオ後続品の使用割合
80％以上置き換わった成分数が

全体の成分数の60.0％以上
80％以上置き換わった成分数が

全体の成分数の12.5％

医薬品の適正使用の推進 ・多剤投与者等への訪問指導 19市町で保健指導を実施 19市町で保健指導を実施

急性気道感染症・急性下痢症の抗菌薬の薬剤費 ・適正使用に関する普及啓発 半減　（令和元年度比） 　約４億7,200万円　　（R１）

外来白内障手術、外来化学療法 ・医療関係者との連携 外来実施を全国平均以上
外来白内障手術 全国平均以下
外来化学療法 全国平均以上

医
療
の
効
率
的
な
提
供
の

推
進
に
関
す
る
目
標

・医療関係者と安心して使用することができ
る情報共有

項目

住
民
の
健
康
の
保
持
の
推
進

に
関
す
る
目
標

・保険者間連携による受診機会の拡大

・集合的契約（医療機関等との契約）の活用
推進

・県民に対する啓発
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４ 国保基幹システムの標準化



市町村事務処理標
準システム
（国保中央会と日立システ
ムズの共同開発）

国民健康保険
システム

（準拠システム）
→標準仕様書に基づく

自庁システムの改修）

(※)標準化対
象20業務

住民基本台帳、戸籍、戸籍の附表、固定資産税、個人住民税、法人住民税、軽自動車税、印鑑登

録、選挙人名簿管理、子ども・子育て支援、就学、児童手当、児童扶養手当、国民健康保険、

国民年金、障害福祉、後期高齢者医療、介護保険、生活保護、健康管理

令和７年度末
までに

標準化が必須
（標準化法第8条等）

or

国が主導して開発した
「市町村事務処理標準シ

ステム」の導入

国の標準仕様書に基づく
自庁システムの改修
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国保システムの標準化について

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第 40 号）に基
づき、令和７年度末までに標準仕様書に準拠した＊市町村事務処理標準システム
または標準準拠システムを導入することが義務付けられた



⚫システム統一による事務の標準化

⚫システム導入により、調査統計資料等の簡易抽出

Ⅰ 資格管理業務

・届出得喪管理
・一部負担金減免
・特定疾病認定
・所得区分判定
・基準収入額適用 等

Ⅲ 給付業務

・資格給付確認
・過誤再審査
・給付記録管理、補正
・療養費支給（償還払い等）
・特別療養費支給 等

Ⅱ 保険料賦課業務

・所得把握
・保険料（税）確定賦課、異動賦課
・特別徴収対象者把握
・保険料（税）減免管理
・保険料（税）仮計算 等

Ⅳ 保険料収納業務

・保険料（税）期割管理
・収納管理
・収納状況照会
・滞納者等管理
・所在不明者管理 等

Ⅴ 業務共通機能

・宛名管理業務

（住民登録者管理等）

・業務共通
（住基・税システムとの連携、
事業月報・年報等） 等

事務
処理
標準
シス
テム

導入により

導入により

更なる事務の効率化を検討
高額療養費の自動償還（2回目以降を自動償還） 19

国保システムの標準化のイメージ

国保システムの標準化について
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５ オンライン資格確認等の対応
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オンライン資格確認等の対応

厚生労働省資料

健康保険証の廃止を定めるマイナンバー法等の一部改正法について、施行期日を令和６年12月２日とする施行期

日政令が閣議決定・公布。

現行の健康保険証の発行については、令和６年12月２日より終了し、マイナ保険証を基本とする仕組みに移行。
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オンライン資格確認等の対応

厚生労働省資料
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厚生労働省資料

オンライン資格確認等の対応
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厚生労働省資料

オンライン資格確認等の対応


